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授業料、入学金、実験実習料、施設設備資金、維持料、
その他の納付金収入（学会費、学生保険等がこれに含ま
れます）で、収入合計（帰属収入）の77.7%です。

一般入試、推薦入試、センター試験入試などの受験料と
編入試験等の試験料および証明手数料等です。

教員の研究助成、学生の課外活動・教育活動等に対し
いただいた寄付金です。

国や県、市からの大学、中高、小学校、幼稚園の人件費、
教育研究活動等の経費に対して交付される補助金です。
この他、私立学校施設整備費補助金、大学等研究設備整
備費等補助金などの補助金も計上されます。
収入合計（帰属収入）の10.6％です。

有価証券、特定資産、預貯金からの利息、配当金、分配
金等で、当分の間続くと予想される超低金利水準のもと
での努力目標値を計上しています。
安全性と利回りを重視した多様で効率のよい運用に努め
ています。
収入合計（帰属収入）の3.7%です。

退職基金財団交付金、入学案内収入等、上記の科目のい
ずれにも該当しない収入がここに入ります。

固定資産（土地、建物、備品、図書など）の取得額と、
将来の固定資産取得資金の組入額や奨学金事業のための
基本金組入額の合計です。

専任教職員や非常勤講師、契約・臨時職員、役員の給与、
退職給与引当金繰入額です。
収入合計（帰属収入）の57.3％です。

学生・教員の教育研究に要した諸経費です。消耗品費、
光熱水費、旅費交通費、奨学費、委託費、賃借料などが
あります。通常の教育研究経費に加え、国際交流費、補
講講座費などさまざまな計画を予定しています。
収入合計（帰属収入）の36.5%です。

管理経費とは、総務や人事、経理など法人業務の経費と
教職員の福利厚生費、広告費、学生募集費などです。
収入合計（帰属収入）の6.5%です。

消費収入から消費支出を差し引いたものであり、収支均
衡の状態を示します。２０１2年度は基本金組入額の増
加により支出超過の予算となりました。

資　金　支　出　の　部

201２年度予算の概要

支出の部合計

有価証券売却収入で年間の売却額の合計です。

退職基金財団交付金、入学案内収入等、上記の科目の
いずれにも該当しない収入がここに入ります。

翌年度入学予定の学生生徒等から受け入れる授業料や入学
金などの額です。

特定の目的のために積み立てた預金等を解約した収入や貸
付金、預り金、立替金等を受け入れたり、回収したときの
収入です。

当年度の収入として計上しましたが、資金は翌年度以降に
受け入れるものや、前年度に前受金としてすでに計上して
いたものを差し引くことにより、当該年度の資金の収入額
を明らかにしています。

大学
　・ＥＦ館耐震補強アスベスト除去工事
　・経済学館増改築設計監理業務
　・工学館建替工事
　・金沢八景（室の木）キャンパス新棟建設工事
　・金沢文庫キャンパス陸上競技場トラック改修工事
　・小田原キャンパステニスコート改修工事
　・葉山セミナーハウス改修工事
小学校
　・管理棟建替工事
六浦小学校
　・校庭人工芝への改修工事
六浦幼稚園
　・六浦認定こども園化に係る新棟建設工事

　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２０１2年度の主な施設関係支出

教育研究用の機器備品、その他の機器備品、図書などを取
得するための支出です。

有価証券の購入及び現在保有している有価証券や預金を
退職給与引当積立金、奨学基金引当積立金、減価償却引当
積立金、第２号基本金引当積立金、第３号基本金引当積立
金の特定資産として繰り入れるための支出です。

大学金沢八景キャンパスの工学館と小学校本館の一部を
取り壊すことによるものです。

葉山セミナーハウス利用料、公開講座、資格取得講座の
受講料、企業等からの受託研究費などです。

　2012年度消費収支予算は、帰属収入（負債とならない収入）195億4,529万

円、帰属収入から基本金組入額を控除した消費収入157億4,967万円、消費支出

198億3,373万円となり、その結果、消費収支差額 40億8,406万円の支出超過

予算となりました。

　消費収入の部では、学生生徒等納付金等が減少していますが、雑収入、事業収入

等の増加により、帰属収入は、前年度より2億6,863万の増加となっています。

　基本金組入額は、前年度比17億7,589万円の大幅な増加となっています。基本

金組入の対象となる主な施設設備整備事業は、金沢八景（室の木）キャンパス新棟

建設、葉山セミナーハウス改修、小学校管理棟建替え、六浦こども園（仮称）新棟

建設で、学生、生徒、児童、園児の満足度向上のため教育環境の整備を図ります。

２０１２年度予算編成について

本年度予算額 前年度予算額

本年度予算額 前年度予算額

本年度予算額 前年度予算額

当年度の支出として計上しましたが、翌年度に支払うもの
や、前年度に前払金としてすでに計上していたものを差し
引くことにより、当該年度の資金の支出額を明らかにして
います。

（単位　円）

前年度における未払金の他、貸付金、前払金、立替金など
の支出です。
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　一方、消費支出の部では、退職給与引当金の会計処理変更に伴い人件費が増加

しています。また、教育研究・管理経費では、奨学費、広告費が増加し、消費支

出合計では前年度より12億358万円の増加となっています。

　2012年度予算は、2013年 4月開設予定の大学看護学部と工学部改組による

理工学部、建築・環境学部の設置及び六浦こども園設置に係る施設設備の整備と

学生生徒等の募集のための広報強化に重点を置きつつ、経常経費については、支

出内容の見直しにより経費を抑制した予算となっています。

　今後も、学院の持続と発展のため 、「関東学院グランドデザイン」に基づ

く各校の中期目標と計画（Olive7）を実行に移し、教育・研究・運営等の具

体的で戦略的な改革改善を推進します。
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翌年度繰越消費支出超過額 3,860,211,481
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